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The Foreign Policy of Egyptian President Mubarak:
Diplomacy over the Iraq War
NARITA Ruriko
When U.S. President George W. Bush began preparing war against Iraq after the terrorist attacks of
September 11, 2011, some countries supported US policy, while others opposed war without a United
Nations resolution. How did U.S. ally in the Middle East, Egypt, respond? 
The purpose of this thesis is to conduct empirical research on Egyptian President Hosni Mubarak’s
foreign policy through examining his attitude towards the US initiative on the Iraq war. The analytical
framework consists of three levels: the domestic level, the U.S. and European level, and the Middle East
region level.  As conversations and documents inside the Egyptian government have not been open to
the public, this study relies on an analysis of interviews and speeches given by President Mubarak
between January 2002 and March 2003. 
Since the peace treaty with Israel was concluded during the Sadat administration under U.S. medi-
ation, Egypt had been receiving economic and military assistance amounting to two billion U.S. dollars
annually, in return for supporting US foreign policy in the Middle East. Meanwhile, the discontent of
the Egyptian people was growing due to the deterioration of the Palestine situation. If more Arab blood
would be shed in Iraq, escalation of the opposition movement against the government was feared.
Mubarak tried to persuade the United States not to attack Iraq, while exerting efforts not to strain the
country’s friendly relations with the United States.
Facing diplomatic problems, Mubarak achieved accountability internally and externally through
delivering speeches and accepting interviews frequently. The characteristics of Mubarak’s speeches
were presenting the principles of his policies, stating his opinions clearly and confidently, and consis-
tency in his speeches over time. Mubarak also utilized a variety of diplomatic assets such as the strate-
gically important Suez Canal, various diplomatic channels, the role of mediation, provision of terrorist
information, and his initiative for denuclearizing the Middle East region.
Although Mubarak did not support the US- led war, both relations with the United States and
domestic stability were maintained, and the Mubarak administration lasted until 2011.
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1．はじめに－論文の目的
2001年9月11日に米国で同時多発テロが発生
し、ブッシュ大統領（George W. Bush、在職
2001-2009）は対テロ戦争を宣言した。アフガ
ニスタンのタリバン政権への攻撃に続いて、イ
ラクが大量破壊兵器（WMD）を開発している
と主張して、対イラク戦争を準備し始めた。そ
れに対し各国の対応はまちまちであった。イギ
リス、オーストラリア、スペインなどは米国を
支持して軍隊派遣を決定し、日本では小泉首相
が支持を表明して、戦争終結後に人道復興支援
のために自衛隊を派遣した。一方、ドイツ、フ
ランス、中国などは国連決議のないイラク戦争
に反対し、軍隊も派遣しなかった。では、中東
に位置するエジプトはどのように対応したので
あろうか。
エジプト国民は、自分たちと共通の言語・宗
教を持つイラク人に同胞意識を抱いているの
で、イラク人の血が流れることには拒絶反応を
起こし、反米感情も増大することが予想された。
しかし、経済の低迷に苦しみ、米国から毎年
20億ドルにのぼる経済・軍事援助を受けてい
た親米・世俗派のムハンマド・ホスニー・ムバ
ーラク（Muh. ammad H. usnı¯ Muba¯rak、在職
1981-2011）政権は、対米関係を良好に保つこ
とによって援助を受け、イスラエルと平和を保
っていた。国内の反米感情と政治的・経済的な
対米依存との板挟みになったムバーラク大統領
は、困難な舵取りを余儀なくされた。
本論文の目的は、エジプトのムバーラク大統
領のイラク戦争開戦の動きに対する対応を検討
することによって、その外交手法について実証
研究を行うことである。時期的には、ブッシュ
大統領がイラク・イラン・北朝鮮を「悪の枢軸」
と名指しした一般教書演説を行った2002年1月
から、2003年3月のイラク戦争開戦までを対象
とする。
「イラク戦争とエジプト」に絞ったテーマで
の先行研究は必ずしも多くなく、わずかにある
ものも外交関係については論及していない1。
また、外交政策分析ではいわゆる「アリソン・
モデル」2などが有効と考えられるが、本稿執
筆時点ではなおムバーラク体制は健在で、活用
できる資料に限界があり、実証の手法としては
公開された演説やインタビューなど断片的な文
献に依存せざるを得ない。そのような制約を踏
まえつつ、イラク戦争に際するムバーラク大統
領の対応を分析し、その外交の評価を試みる。
2．ムバーラク政権と外交目標
2-1 ムバーラクの来歴
ムバーラクは、1928年5月4日にナイルデル
タのミヌフィア県で、5人兄弟の長男として生
まれた。裁判所の職員であった父は、ムバーラ
クに教師になることを望んだが、本人は軍人の
道を志望した。1949年に士官学校を卒業した
のち、空軍に入隊してパイロットとなり、
1964年にはソ連フルンゼ軍事大学に留学した。
1967年の第3次中東戦争でエジプトが敗北した
あと、当時の大統領ガマール・アブドル・ナセ
ル（Gama¯l ‘Abd al-Na¯s.r、在職1956-70年）はム
バーラクに空軍の再建の仕事を与え、空軍士官
学校の校長に任命した3。1969年に、41歳でエ
ジプト空軍参謀長に任命され、1973年の第4次
中東戦争では空軍を指揮して、イスラエル軍に
対する先制攻撃で戦局を有利に導き、国民的英
雄となった4。その後1975年にムハンマド・ア
ンワル・サダト大統領（Muh. ammad Anwar al-
Sa¯da¯t、在職1970-81）によって副大統領に任命
された。
ナセルとサダトが自由将校団の同志で革命第
一世代であったとすれば、第二世代に属するム
バーラクは、世代的背景からも、また空軍パイ
ロット上りという個人的背景からも、カリスマ
性には欠けるが合理的判断力に富む実務的政治
家としての資質を備えていたといえる。
2-2 ムバーラク政権の成立と展開
サダト大統領が、1981年10月にイスラム過
激派のジハード団に属する兵士により暗殺さ
れ、ムバーラクが後継大統領に就任した。ムバ
ーラクは、サダトの親米的で穏健な外交と経済
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開放路線を基本的に継承した。
ムバーラク政権の最初の外交課題は、アラブ
諸国の中での孤立から脱却することであった5。
ムバーラクは、1979年のイラン革命後のシー
ア派政権の台頭を恐れた湾岸諸国に、イランの
潜在的脅威に対する抑止力として自国を売り込
んだ6。また、米国から危険視されたリビアや
シリアなど急進的なアラブ諸国に対しては、彼
らを擁護する盾としてのエジプトの戦略的価値
を主張した。その結果、エジプトは1989年に
アラブ連盟に復帰を果たし、本部もチュニスか
らカイロに戻されて、エジプト人が事務総長に
選出された。
経済は、製造業が発達せず、観光、運河通航
料、出稼ぎ労働者からの外貨送金、石油輸出と
いう外生的収入に依存していた。石油価格の低
下などにより1980年代半ばに経済が低迷し、
ムバーラクは緊縮政策を導入し補助金削減を試
みたが、労働者の抵抗を招いて政策を撤回した。
その結果財政危機は継続し、1990年時点での
対外債務は約500億ドルにのぼり、GDPの
100％を超えるまでになった。
こうした中で勃発した湾岸危機・湾岸戦争で
は、ムバーラクは米国主導の多国籍軍に参加す
ることにより、対米債務202億米ドルの帳消し
を受け、また他の中東諸国にも参加を促して地
域のリーダーとしての役割を米国にアピールし
た。
国内では、パレスチナ問題や、経済の停滞に
よる貧困問題、所得の格差などへの不満の拡大
を背景として勢力を伸ばしていた穏健派のイス
ラミスト団体であるムスリム同胞団を強く警戒
し、これを非合法化して抑圧した7。
さらに、過激派イスラム組織の「ジハード団」
や「イスラム集団」は、イスラム法に基づくイ
スラム国家樹立を目指し、反ムバーラク政権・
反米を標榜し、1992年頃からテロを活発化さ
せていた。
2-3 米国にとってのエジプト
エジプトを取り巻く国際環境として重要なこ
とは、アラブ世界におけるエジプトの地位と、
対米関係である。スエズ運河を国有化するなど
してアラブの盟主となったナセルや、イスラエ
ルとの和平を実現したサダトの遺産を継承した
ムバーラク政権には、イラク戦争開戦時点で米
国にとって次のような戦略的価値があった8。
①　アラブ世界におけるエジプトのリーダーシ
ップを利用し、仲介者としての役割を担わ
せ、地域の安定を維持するためにパートナ
ーとして連携する。
②　米・エジプト間の防衛協力により2年に1
度の合同軍事演習を行っており、中東地域
に米国の軍事的プレゼンスを示すことがで
きる。
③　戦略的要衝であるスエズ運河を擁するエジ
プトと友好関係を維持し、石油などの物資
輸送や、米国の艦船がアフガニスタンやア
ラビア湾岸に達するためのルートを確保す
る。
④　1979年3月に締結されたエジプト・イスラ
エル平和条約を継続して、イスラエルの南
の国境を安定させ、安全を保障する。
⑤　テロリズム対策における情報提供を受け
る。
2-4 ムバーラクの政策目標
以上に基づいて、ムバーラクの政策目標を、
国内レベル、米欧関係レベル、中東地域レベル
の3つのレベルに分けて考えると、次のように
纏められよう。
①　国内レベル：国内を安定させ、ムバーラク
政権を存続させることが大前提であり、そ
のために3つのポイントが考えられる。第
1は政治面で、実質的最大野党であるムス
リム同胞団の勢力拡大を抑えることであ
る。ムスリム同胞団が政府批判を強める事
柄は、経済や社会問題と共にパレスチナ問
題や米国のイラク攻撃などがある。ムバー
ラクとしては、政府批判のきっかけを削ぐ
ことによって反米・反ムバーラク的な世論
の高まりを未然に防ぐ必要がある。第2に、
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経済を安定させることである。そのために
は、民営化などによって経済を立て直すと
ともに、エジプト人の出稼ぎ労働者が引き
続き海外送金を続けられるようにするこ
と、スエズ運河での船舶航行が順調に行わ
れ運河収入が安定することに加えて、地域
の安全保持によって観光収入を安定させる
ことが必要である。第3に、治安面で過激
派を封じ込めることである。そのためには、
失業問題を解決して過激な思想を生みだす
土壌をつくらないようにすると共に、米国
からの軍事援助により、強力な軍隊と治安
機関を維持することが必要である。
②　米欧関係レベル：米国と良好な関係を維持
することによってイスラエルとの武力紛争
を回避し安全保障を確保するとともに、米
欧諸国から引き続き援助を引き出す。フラ
ンスとドイツは、パレスチナ問題等に関し
てエジプトと政策的に近似しており、米国
とエジプトの間に政策上の不一致が生じた
場合などは両国と連携してこれを牽制す
る。
③　中東地域レベル：アラブの盟主としての立
場を守り、また、多数の国と友好関係を保
って、仲介役・まとめ役を務め、必要な時
に外交資源として活用する。特にパレスチ
ナ問題では、パレスチナとイスラエルの両
当事者及び米国等の各アクターと良好な関
係を維持し、仲介役として米国の政策遂行
を助ける。その結果、米国に貸しを作り、
自国の利益につなげる。また、エジプトは
生活や農業に必要な水源をナイル川のみに
頼っているので、流域諸国との関係を良好
に保つ。
3．危機の中のエジプト外交
3-1 「テロとの戦争」とアラブ世界
2001年9月11日に米国同時多発テロが発生
し、アフガニスタンのタリバン政権攻撃に続き、
ブッシュは、同時多発テロの3ヶ月後にはイラ
ク攻撃を計画した9。
米国がイラク戦争を計画していることをアラ
ブ諸国に通告し、協力を得るために、2002年3
月13日からチェイニ （ーRichard Bruce Cheney）
副大統領が中東を歴訪した10。
チェイニーとムバーラクは、シャルム・エ
ル・シェイクでの会談の後に共同記者会見を開
き、ムバーラクは「イラクに、国連の査察団が
イラクに戻ることを受け入れるように圧力をか
ける用意がある11」と、仲介役を申し出たこと
を述べた。
同時にムバーラクは、米国の性急な攻撃計画
に対して慎重であるべきだと訴え12、イラクの
WMD問題解決のための武力行使に反対を表明
し、また衛星放送がアラブ市民に与える影響に
ついても指摘した13。パレスチナ情勢が悪化す
る中、さらにイラクで戦争が起きてアラブ人の
血が流れると、国民の怒りが増大し14、国内の
イスラミストが力を増すことを心配したからで
ある。
この時点で、ムバーラクがすでに、米国の性
急なイラク攻撃計画に対して慎重であるべきだ
と訴え、イラクのWMD問題解決のための武力
行使に反対を表明し、また衛星放送の影響力に
ついても指摘したことは注目に値する。
3-2 パレスチナ情勢の悪化
この頃パレスチナでは、情勢が悪化していた15。
これに対して、4月12日にカイロで親パレスチ
ナ・デモが発生し、デモ隊はエジプト軍がイス
ラエルの虐殺に対して行動するよう求めた。エ
ジプトでは1981年以来緊急事態法が発令・延長
され、街頭デモは厳しく禁じられており、当局
は数千人規模の警察を動員してこのデモを鎮圧
した16。
メディアにおいても、アラブ諸国はイスラエ
ルに対して軍事行動を起こすべきであるという
論調が現われ、エジプトとヨルダンはイスラエ
ルと断交すべきであり、そうでなければアラブ
大衆は現在の政権を倒すべきだと唱えた 17。
これに対して、ムバーラクは悲惨な結果をもた
らす軍事行動を安易に起こすべきではないと反
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論した18。
一般的に、戦争の悲惨さを知る軍人は一般人
よりも不戦の考え方が強いと言われるが、軍人
であったムバーラクも、戦争には慎重な姿勢を
貫いていた。ただし、ムバーラクは平和主義一
辺倒ではなく、現実主義的な政治家でもある。
対立国がエジプトの不利益になる計画を立てて
おり、且つ軍事力においてエジプトが勝ってい
る場合は、武力に訴える可能性を露骨に示すこ
ともあった19。
3-3 米‐エジプト関係のきしみ
パレスチナ情勢が悪化する中、4月9日から
米国のパウエル（Colin Luther Powell）国務長
官が調停のために中東を訪問したが、イスラエ
ル軍の侵攻作戦を中止させることはできなかっ
た。それに加えて、米国が最後までパレスチナ
側に暴力放棄を要求したことを、アラブの民衆
は「不公正」とみて、失望感を抱いた。パウエ
ルは帰途、4月17日にカイロに立ち寄り、大統
領との会談を要請したが、ムバーラクはこれを
拒否し、マーヘル（Ahmad Maher）外相に対
応させた20。大統領は健康上の理由としたが、
米調停への不満の意思表示とみられる。イスラ
エルとの断交を迫る声が国民の間で高まり、ア
レキサンドリアのデモでは大学生1人が機動隊
によって殺される事件も発生しており21、パウ
エルと会談するのは得策ではないと判断したと
考えられる。
ムバーラクは6月7日に訪米して、ブッシュ
大統領と会談した。パレスチナ問題について協
議するとともに、イラク攻撃はアラブ人の怒り
を買い、米国のためにもならないと説得を試み
たものと見られる。
2002年の夏には、米国・エジプト関係がぎ
くしゃくする出来事がいくつか発生した。スー
ダン内戦の解決をめぐる問題22や、サアド・エ
ッディーン・イブラヒーム（Sa‘ad Eddin
Ibrahim）教授の裁判に米国が疑念を表明した
問題である23。米国の圧力にも拘らずムバーラ
クは姿勢を崩さなかったが、一方で、折に触れ
て対米関係を悪化させる意図はないことも表明
した24。
イブラヒーム事件では、米国の要求にすぐに
は応じなかったが、同年12月3日になって最高
上訴裁判所が再審を命令し、教授は即日釈放さ
れた25。国民の前では米国に屈服したという印
象を与えないようにしつつ、3か月余りの時間
をおいて世論の鎮静化を待ち、最終的には米国
に妥協したと見られる。イラク攻撃を準備する
米国と、反米感情が強まるエジプト国民の間で、
対米関係を極端に悪化させないよう、ムバーラ
クは注意深く対処した。
4．イラク戦争とムバーラク外交
4-1 イラク攻撃に対するムバーラクの考
え方
秋には米国によるイラク攻撃の可能性が高ま
ってきたが、ムバーラクは戦争に与しない立場
を堅持した。インタビューで語った内容から、
イラク攻撃に対するムバーラクの考え方は次の
ようにまとめられる。
第1に、パレスチナ情勢が悪化しており、さ
らにイラク戦争が起きればアラブの民衆の不満
が増し、反米感情を悪化させ、さらにイスラミ
ストを勢いづかせて国内を不安定化する可能性
がある26。第2に、多民族・多宗派国家である
イラクは戦争後に混乱が予想され27、地域の不
安定に繋がる可能性がある28。第3に、ブッシ
ュはイラク戦争を行う理由のひとつとして、イ
ラクの民主化によって、中東の民主化に繋げる
ことをあげたが、エジプトが民主主義の観点か
ら問題のあることに鑑みて、イラクがもし米国
の思惑通りに民主化されれば、その後自分の政
権が否定される可能性がある。第4に、いかな
る国も主権国家の支配体制を変更させるために
武力を行使したり、内政干渉したりすべきでは
ない29。
4-2 国連査察による戦争回避の提案とム
バーラクの支持
フランスを中心に、イラクに国連査察を受け
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入れさせ、イラク戦争回避を目指す動きがおき
た30。9月12日の国連総会出席のためにニュー
ヨーク入りしていたアラブ諸国の外相たちは、
9月14日にアラブ連盟臨時外相会議を開催し、
イラクのナジ・サブリ（Naji S. abri Ah. mad al-
H. adithi）外相に対して査察の再開に応じるよ
う求めた31。サブリ外相はニューヨークからの
帰途カイロを訪問したが、ムバーラクはイラク
に、査察団が活動を行うための便宜を充分に図
るよう要請した32。
11月8日に、国連安全保障理事会決議第1441
号が全会一致で採択され、WMDに関する申告
書の30日以内の提出や、国連査察への無条件
の協力をイラクに要求した。翌11月9日から、
カイロで再び緊急アラブ外相会議が開催され、
イラクのサブリ外相も出席した。ムバーラクや
マーヘル外相はサブリと会談し、決議を受諾す
るよう説得した。イラクは11月13日に決議を
受諾し、1998年以来退去していた国連査察団
が11月27日から査察を再開し、イラクは申告
書を提出した。
ムバーラクは、11月16日の国民議会とシュ
ーラ議会33の合同会議での演説の中で、自分が
1441決議の採択に貢献したことをアピールし
た34。イラクに関する国内向けの発言と考えら
れる。
一方で、米国は着実に攻撃の準備を進めてい
た。イラク北部の飛行禁止区域では、米・英軍
がイラク軍のミサイル基地へ空爆を繰り返して
いた。米国の上・下院は10月10日と11日に、
国連安保理の新決議の有無に関わらず、イラク
に武力行使する権限をブッシュ大統領に対して
付与する決議案を圧倒的多数で採択した。ペル
シャ湾への空母の配備も進み、戦闘機がサウジ
アラビア、クウェート、バハレーンなどに配備
され、陸海空および海兵隊兵員も続々と到着し
た35。戦争後のイラク統治計画も作成され、12
月17日にはロンドンでイラク反体制派会議が
開かれた。
4-3 戦争回避への最後の努力
ムバーラクは、アラブの統一見解を策定すべ
く、アラブ諸国首脳との会談を開始した。サウ
ジアラビアのサウド外相とレバノンの国会議長
ナビー・ベリが10月27日にカイロを訪れ、10
月28日からはムバーラクがチュニジア、リビ
ア、モロッコを歴訪した。ヨルダン首相やバハ
レーンの皇太子らとも会談した。さらに、ムバ
ーラクは12月25日から湾岸諸国を歴訪し、
UAEでザイド大統領、26日にクウェートのジ
ャービル首長等と会談した36。
一方、トルコのギュル（Abdullah Gül）首相
は2003年1月5日からエジプト、サウジアラビア、
シリア、ヨルダン、イランを歴訪し、イラク戦
争回避の方策について協議し、イスタンブール
でのイラク周辺国の首脳会議開催を提案した37。
しかし、エジプトは首脳会議の開催には反対し、
外相会議に格下げさせた。トルコのイニシアチ
ブにムバーラクが乗り気でなかったのは、トル
コに中東の仲裁役を奪われてエジプトの戦略的
地位が損なわれることを、恐れた為であったと
考えられる。
ムバーラクは1月14日に再びサウジアラビア
を訪問し、ファハド国王やアブドラ皇太子と戦
争回避策について協議し、サダム・フセインに、
政権を退いて亡命するよう説得していると報道
された38。しかし、フセイン自身が亡命する意
思を否定したため、亡命による戦争回避は実現
しなかった。
2003年に入って、ムバーラクは、「もはやだ
れも止めることはできない。米国のみが世界の
スーパーパワーなのだ39」と発言し、イラク戦
争の回避は不可能であると悟ったものの、各種
の外交チャンネルを活用して外交活動を継続
し、外交努力の実績をつくった40。
4-4 エジプト国内状況
ムスリム同胞団の最高指導者マアムーン・ホ
ダイビ（Ma'mu¯n al-Hud. aibı¯）は、1月1日に、
米国を厳しく非難し、「アラブ・イスラムの領
土に外国の軍隊が存在することに断固反対す
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る」と表明した41。その翌日、エジプトの治安
当局は14人の同胞団メンバーを逮捕した42。こ
の逮捕は、反米・反戦機運や、引いては親米的
なムバーラク政権に対する非難を封じるために
行われたと考えられる。
一方、緊急事態法によって禁じられていたデ
モを、ムバーラク政権は、国民の怒りを調節・ガ
ス抜きするために例外的に数回のみ許可した43。
内務省がこれらのデモを許可した理由は、民
衆の怒りを国内問題から逸らし国外に目を向け
させることと、西洋諸国での反戦運動の高まり
に対してイラクの同胞であるエジプトで反戦運
動が起きないのは不自然であること、デモを禁
止する非常事態法は自由を抑圧するためにある
のではないと主張する機会となること、などが
考えられる。
宗教界の動きとしては、2003年3月10日にア
ズハル学院44のイスラム研究アカデミーが次の
ような声明を発表した。「イスラム法によれば、
敵がイスラム教徒の土地を占領した場合は、ジ
ハードが全てのイスラム教徒男女の義務とな
る。」「世界中のアラブとムスリムは、我々の土
地と名誉と信仰を標的にしている新たな十字軍
から、自分たち自身と信仰を守る備えをするべ
きである。」45
これに対して、政府はアズハル総長のサイイ
ド・タンターウィー（Muh. ammad Sayyid
T. ant. a¯wı¯）師に圧力をかけた。その結果、タン
ターウィー師は「アズハルのファトワ協会は他
国のことについてファトワを出す権利はない」
と述べ46、事実上、ジハード宣言を撤回した。
しかし、一度言葉として発された以上、人々に
与えたインパクトまで撤回することはできなか
ったと考えられる。
アラブ諸国から、義勇兵としてイラクに向か
う者があらわれ、エジプトでも数千人がイラク
に渡ってイラク人と共に戦うことを希望し、在
カイロのイラク大使館の前に列を作った47 48。
4-5 イラク戦争開始
国連安全保障理事会は3月7日に外相級会合
を開き、国連監視検証委員会（UNMOVIC）の
ブリクス（Hans Blix）委員長と国際原子力機
関（IAEA）のバラダイ（Muh. ammad al-Bara¯da‘ı¯）
事務局長から、査察報告を受けた。ブリクスは、
査察活動の継続を求め、バラダイは核開発疑惑
について「開発を示す証拠は査察現場では一切
なかった」と報告した49。これを受けて、フラ
ンスは査察継続を主張したが、米国はそれに反
対した。
ブッシュ大統領は、3月17日に最後通牒演説
を行い、フセインに48時間以内に政権を放棄
するよう呼び掛けたが、フセインはこれに応じ
なかった。
3月20日に、米軍はバクダッドの戦略拠点を
爆撃し、イラク戦争が開始された。
5．ムバーラクの外交
5-1 対米関係とムバーラクの選択
ムバーラクは、開戦数時間前にテレビ放送を
通じて演説を行い、エジプトの立場を再確認し
た。演説の冒頭、エジプトが問題を解決するた
めに行ってきた努力を挙げ50、イラク問題につ
いて外交原則を守って対処してきたことを述べ
た。さらにムバーラクは、イラク戦争に至った
責任は、イラクにあると述べ51、米国を直接批
判することを避けた。
戦争を回避させることはできなかったが、ム
バーラクは米軍戦闘機のエジプト領空飛行や、
米国艦船のスエズ運河通過を許した。また、イ
ラクでのミッションに参加する米海軍の戦闘機
に給油を行うための米軍の空中給油機が、エジ
プトの飛行場をベースにすることも密かに許し
た52。
米国とエジプトには、イラク戦争に関する考
え方に根本的な違いがあった。米国は当初、イ
ラクのWMD開発を根拠にイラク攻撃を正当化
したが、明確な証拠が見つからなかったため、
イラクの民主化に目的を変えた。国内に民主化
問題を抱えているムバーラクとしては、中東の
民主化の考えは、自らの政権の否定につながり
かねず、受け入れ難かった。
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第2に、イスラエルの核兵器保有が公然の秘
密であるのに、そのことには目をつぶりながら
イラクのWMD保有は許さないという米国の姿
勢は、ダブルスタンダードであると考えた53。
第3に、ムバーラクは戦争が起きれば、地域
の力の均衡が崩れて不安定になると考えた54の
に対し、米国はサダム・フセインこそが不安定
の原因であると考え、フセインを排除すれば、
民主化して親米国家が誕生し、地域が安定する
と考えた。
これらの見解の相違が存在する中で、米国の
イラク戦争に対してエジプトが採りえたオプシ
ョンは、次の3つだった。①米国を支持し、戦
争に参加する。②イラク戦争に反対し、米国を
非難する。③イラク戦争には参加しないが、米
国との関係は崩さないようにする。エジプトは、
国内世論に配慮し政権を保つためには①の選択
は不可能であった。しかし、米国を真っ向から
非難することによって米国との関係を悪化させ
る②の選択も不可能であった。ムバーラクは注
意を払いながら③のオプションを採ることを選
んだ。
米国にとってはエジプトが有志連合に参加す
ることが理想だったであろうが、エジプトの国
内事情を理解し、スエズ運河の米艦船航行と米
軍機の領空通過の許可を得ることで妥協したも
のと考えられる。こうして、ムバーラクは対米
関係を悪化させないように配慮しつつ、国内の
不安定化を回避した。
5-2 内政と外交の関連性
エジプトの外交は国内政治と密接にリンクし
ている。現代のアラブ世界は、欧米に植民地化
される以前は、歴代のイスラム帝国の広い版図
の中にあったが、植民地時代を経て複数の国に
分かれて独立したので、現在でも西洋的国民国
家の観念とは異なる帰属意識を持っている。住
んでいる地域が異なっても言語面・宗教面で同
質的な人々の間で連帯感が保たれており、他の
アラブ国の紛争であっても、同胞の危難として
とらえる傾向がある。その為、現代アラブ世界
の為政者にとって、パレスチナ問題やイラク戦
争などをアラブ世界共通の課題と捉え、国内の
安定のためにも解決に関与する姿勢を示すこと
が重要となる。
一方で、エジプトに現実的な利益をもたらす
同盟国は米国である。1978年9月のキャンプ・
デービッド合意が、その後のエジプト外交の基
礎であると言っても過言ではない。米国の仲介
の下イスラエルと平和条約を結んだことで、4
回に亘ったイスラエルとの戦いに終止符を打
ち、さらに米国から多額の経済・軍事援助を受
けることができた。
しかし、ブッシュ大統領がイラク戦争に突き
進もうとした時、同盟国からの要請であっても
国民の感情に反するような行動をとることは不
可能であった。
5-3 外交原則と説明責任
ムバーラクは外交上の問題が起きると、首脳
会談などで自国の立場を表明し、演説・インタ
ビューを頻繁に行って、対外的にも国内的にも
説明責任を果たした。また、時間が経過しても
主張が一貫していたことが、周囲に安定感を与
えたものと考えられる。
ムバーラクの演説の特徴は、原則論に基づき
論理的な印象を与えながら、はっきりと自説を
表明することである。ムバーラクにとって原則
を掲げることは、自分の立場を強固に主張して
議論の余地がないことを表現する手段であると
考えられる。
5-4 外交カード
イラク戦争開戦前にエジプトがとった対応や
ムバーラクの演説やインタビューの内容から、
エジプトが有する外交カードとして次の5つが
考えられる。
（1）仲介役
エジプトは欧米諸国やアラブ諸国やその他の
地域の国々と良好な関係を保ち、全方位外交を
実践し、問題が起きた時には当事者を引き合わ
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せ、障害を取り除き、中立的立場で対処した。
仲介役としての活動は、知恵や人柄といった人
的資質を必要とするが、コストは安価で済むと
いう利点がある。
（2）さまざまな外交チャンネル
エジプトは外交の機軸を対米関係に置いてい
るが、一方で地域レベルでは、アラブ連盟、非
同盟諸国会議、イスラム諸国会議、アフリカ連合
など様々な外交チャンネルを有しており、夫々
の中で主要な地位を占めることに成功している。
2003年1月の時点でムバーラク大統領はイラ
ク戦争について、何もせずに手をこまねいてい
るわけにもいかなかった。そこで、ムバーラク
はエジプト人のアムル・ムーサが事務総長を務
めるアラブ連盟の枠組みの活用を考えた。サウ
ジアラビアやトルコのイニシアチブに便乗する
よりは、アラブ連盟を利用する方が、自らが主
導権を握ることができたはずである。
エジプトはまた、紛争解決の機関として国連
を重視している。エジプトは2004年9月の国連
総会において、安全保障理事会の常任理事国に
立候補した55。中東・アフリカ諸国から常任理
事国が出ていないのでエジプトがその代弁者と
なることと共に、同地域においてより発言力を
増すという戦略的な目的があるものとみられ
る。
このように、エジプトは複数の話し合いの枠
組みに参加し、自国の立場を表明するだけでは
なく、多数の国の同意を背景に大国に圧力をか
ける手段とし、枠組みを積極的に活用している。
国際秩序を構築したり守ったりすることが、
単独では不可能なミドルパワーの国は、国際レ
ジームを外交に活用することが重要である。米
国の一国行動主義に盲目的に追従するのではな
く、できる限りの牽制を試みたと言えよう。
（3）テロ情報
エジプトでは1992年頃からイスラム原理主
義組織による反政府テロが激化した。政府は、
過激派に対する大規模な弾圧を行い、5年間に
テロや掃討作戦で兵士や警察官なども合わせて
1,200人が死亡した。こうした経験を通して、
テロリストやテロ組織に関する情報が蓄積され
た。1993年のニューヨークの世界貿易センタ
ー爆破事件をきっかけとして、米国のCIAとエ
ジプトの情報機関の関係が強化され、エジプト
人テロリストはエジプトに送還され、厳しい尋
問を行って情報の入手に努め、得られた情報の
一部は欧米にも伝えられた56。
このように、テロ情報の提供も、友好国との
関係を深めるための手立てとなっていた。
（4）スエズ運河
エジプトは、欧米の艦船が石油の供給地であ
るアラビア湾岸やアフガニスタンへ向かうとき
に通過する、スエズ運河という戦略の要衝を擁
している。エジプトは、米国が主導するイラク
戦争には賛成をせず、軍隊も送らなかったが、
米軍艦船のスエズ運河通行と領空を米軍機が通
過することを許すことによって、米国との関係
悪化を回避した。
（5）中東地域の非核化構想
ムバーラク大統領は1990年に、核兵器や、
生物・化学兵器の排除を図る「中東をWMDの
ない地域に変える提案」を打ち出した57。これ
によりムバーラクは、中東で唯一の核兵器保有
国であるイスラエルの核不拡散条約（NPT）不
加盟を非難するキャンペーンを、様々な国際会
議の場で展開してきた。「地域の非核化」追求
を国の外交原則として掲げ、米国のダブルスタ
ンダードを攻撃するなど、米国やイスラエルを
牽制するカードとして使うとともに、国内的に
はムバーラクが米国やイスラエルの言いなりに
なっているのではないことをアピールする手段
としていたと考えられる58。
5-5 外交担当者
エジプトの外交政策は、ムバーラク大統領と、
大統領政治顧問のオサマ・エル・バーズ、エジ
プト総合情報局（EGIS）長官のオマル・スレ
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イマーン、マーヘル外務大臣など、少数の側近
たちによって決定されていたとみられる。大統
領に政治権力が集中しており、閣僚や官僚機構
よりはむしろムバーラクとの個人的信頼を得た
側近たちのアドバイスを受けつつ、大統領自身
が政策決定した。
これに対して、議会や与党NDPの役割は、外
交政策に関して外務大臣や外務担当国務大臣に
説明を求め、議論したのちに決議することに留
まった。NDPが議会で多数を占めていたため、
決議や議案を通すことは容易であった。また、
NDPは2003年のイラク戦争直前に、例外的に
反戦デモを許した時には、官製デモを組織する
役割を果たした。
5-6 ムバーラクの外交手法
ムバーラク政権では、新聞・雑誌や放送メデ
ィアを国家が管理したが59、近年はインターネ
ットや衛星放送の発達によって、管理できない
こともでてきた。イスラム教の中心であるアズ
ハル学院も政府の法的・財政的コントロール下
にある60。この結果、大統領は外交に関してフ
リーハンドを得ることができ、強いリーダーシ
ップを発揮して迅速な決定を下すことができ
た。
また、ムバーラクの外交姿勢は穏健で安定的
であり、説明責任を果たし、予想外の動きをし
ないために、外国からも一定の信頼を得ていた。
必要に応じて妥協もし、多数のアラブ諸国、欧
米諸国と関係を深めることによって仲介者、調
停者の役割を果たし、自国の利益に繋げた61。
ムバーラク政権下で戦争に参加したのは湾岸
戦争のみであり、エジプトの歴代大統領の中で
も最も戦争を回避した。国民がパレスチナ人や
イラク人に対する同情からエジプトは軍隊を送
るべきだと示威行動を行っても、大統領は断固
として同調しなかった。
ムバーラクは、29年間に亘って大統領職に
留まり、自らが外交を担当してきた。在任期間
が長い分、外国の首脳とも付き合いが長くなり、
首脳たちの考え方や個性を心得ていた。また、
ムバーラク自身の個性が他国のリーダーたちを
引きつける面があったと見られる62。
地域の情勢判断も的確であった。イラク戦争
を起こすと、テロに繋がるということを再三イ
ンタビューで語っていた。イラク戦争の後、
2011年9月現在でも同国では宗派対立が深まり
連日のようにテロ事件が発生しており、ムバー
ラクの懸念は的中したと言える。また、ムバー
ラクは、戦争が地域の不安定につながる可能性
を指摘していたが63、戦争後イラクではシーア
派政権が誕生し、イランの影響力拡大が湾岸諸
国の懸念を呼んでいる。
6．結論と課題
6-1 イラク戦争後のエジプト
イラク戦争終結後のエジプトの情勢を概観す
ると、内政レベルでは、ムバーラクは様々なイ
ンタビューや演説で立場を説明し、イラク戦争
反対をはっきり表明し、また一部反戦デモを許
すことで、国民の反対運動の高まりを押さえ、
政権は2011年まで維持された。
経済的には、米国からの援助を引き続き受け
て経済的ダメージを防ぎ、経済改革や自由化を
通じて経済成長率は上昇傾向を示した。しかし、
貧富の格差は広がり、失業率は高い。
治安面では、過激派は治安機関が弾圧し、テ
ロはシナイ半島で時折発生するものの、ナイル
川岸地帯では発生がまれとなった。
米欧関係レベルでは、米国からの経済援助は
継続し、パレスチナ問題でも中東のまとめ役と
しての地位を守った。こうして、米国との同盟
関係は継続し、独仏との関係も良好に保たれ
た。
中東地域レベルでは、エジプトはアラブ連盟
の枠組みなどで域内諸国をまとめることによっ
て、戦争回避を目指したが、イラクとの距離的近
さや歴史的背景によって各国のスタンスは異な
っており、意見統一にまでは至らなかった64。戦
争の結果、中東地域での盟主の立場を脅かしつ
つあったサダム・フセインが排除され、一人のラ
イバルが退場した点は、ムバーラクにとって利
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益になったと考えられる。サウジアラビアとは
反目することなく、必要なときには協力する関
係にある。にわかにプレゼンスを増し始めたト
ルコは、イラク問題でもイニシアチブを発揮し
ようとしたが、ムバーラクはこれを牽制した。
6-2 結論と課題
ムバーラクは、明確な外交原則を示して自国
の立場を明確にし、様々な外交チャネルを活用
して、自国の国益の保全を図った。ムバーラク
外交は「予防先制型」ともいうべき性格を持っ
ており、イラク戦争の動きに対して、ムバーラ
クは早い時期から戦争への不支持を明言し、首
尾一貫した主張を続けた65。国内的には反対派
を抑圧しつつ、反戦デモを許可することによっ
て国民の不満のガス抜きをした。米国に対して
は可能な範囲の協力をすることによって対立を
回避した。イラク戦争という世界を大きく揺る
がす出来事に当って、内政・外交においてムバ
ーラクは概ね良好に対処したと評価できる。
本論文では、国際政治においても一定の存在
感を示すことに成功しているエジプトのイラク
戦争をめぐる外交を分析し、同盟関係の維持・
強化に果たすリーダーシップの役割を論じた。
状況を的確に判断し、自国の立場を説明するこ
とのできる指導者の存在が重要であることが浮
き彫りにされた。
この論文では、扱った時期を2002年から
2003年という比較的新しい時期に設定したこ
ともあり、事実関係についてエジプト政府の内
部資料などは入手できず、ムバーラクの演説や
インタビューなど公式の発表を主な資料として
使用した。資料的に限界があり、今後資料の解
禁を待ってさらに詳細に研究することが課題と
して残った。
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傾向がある。イラク戦争についても当初は、
「話し合いによる解決」を掲げていたが、ブッ
シュの開戦の決意が固いとみると、開戦直前に
なって小泉首相が突如支持を表明した。
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